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アメ リカや カナ ダは,わ が国 に とって もっと も親 しみ やす い国の ひ とつ であ る。 日本 人が渡航す る
相手国では,例 年,北 アメ リカが もっ とも多 い。1993年の場合,1200万人が海外 に出かけ ているが,そ
の うちの25%,300万人以上 が,ア メリカを観光 の相 手地 に選 んでい る。 また,1992年の資料 による と,
長期滞在者や永住者 の数で もア メリカの占め る割 合 もきわだ って高い。 日本 人のア メリカ長期滞 在者 は,
16万7892名,永住者 は8万7791名に達す る(JETRO,P.96)。
言 う まで もな く,日 本 人は戦後,文 化 や芸術 の面で も北 アメ リカか ら多 大の影響 を受 けて きてい る。
ちなみ に,イ ンターネ ッ トを使 って アメ リカに関する出版物 が どれほ ど出ているか を調べ る と,1998年
4月か らの1年 間 だけで,ア メリカを素材 に した書 籍は初版 と再版 を合 わせ て415冊にな った。 その中
身は アメリカ旅行 の手引 き書か ら,ア メリカ教育行政 の研 究 など,多 岐 多様 にわ たる。ただ,内 容 は様 々
であ るにせ よ,そ の量{こはお どろか される。 日本人が どれほ ど北 ア メ リカに関心 を もつ か,・その高 さを
うかが わせ る多 さである。
日本 人にとって 親密感 の高い北 アメ リカであ るが,問 題が地方 自治や地 方行政 に なると事情 は相当,
異なった もの になる。ここで もイ ンター ネッ トを利用 す る と,こ の3年 間に アメリカ政治 をテーマ に し
た書籍 は,合 計19冊出版 されてい る。 それには,現 代 の アメ リカ政治 を解 説 した もの,宗 教 とアメリカ
政治の変動 を扱 った もの,さ らには,女 性 と政 治 を対 象 とす る もの な ど,高 度 な内容 と専 門性 をもった
業績が列ぶ。
ところが,残 念 な ことで はあ るが,そ の なか に地方行 政や地方 自治 に関 する研究 を見つ ける ことはで




わが国におけるアメリカの地方 レベル研究は,絶 対数がきわめて限 られてきた。研究の量は圧倒的に少
ないとい うのが,今 日までの経過である。 日本政治の研究が盛んなアメリカにおいて も,事情はほ とん
ど変わらない。関心はほとんどがわが国の国政 に集中 している。地方行 政や自治 に関す る業績は,皆 無
に近い と言ってよい(】}。
本稿は,わ が国におけるアメリカ政治研究が,こ れ まで触れて きたように国政や外交など一部の問題
に偏向 して きたという状況 を背景に している。 ここでは,従 来,関 心がそれほど高 くないアメリカの地
方行政や地方 自治をとり上げ,地 方 レベルを中心にした政治の分析 を試みたい と思 う。 もとより,それ
らの課題 を包括的に取 り扱 うことには限度がある。本稿は,ア メリカ地方行政の ごく一部について,そ
れ らをできるだけ簡潔 に解説することを目的に している。照準は,地 方行政制度の説明 と合わせ,地 方
自治の実際を紹介することにある。従来の日本 におけるアメリカ地方行政の研究は,量 が少ないことに
加えて,内 容の点においても制度の紹介におわるものが少な くなかった。 こうしたこれまでの欠陥 をで
きる限 り補完 し,制度 とともに実際を解説するのが,小 論の ささやかねらいである。
1.アメリカ地方制度の多様性一有権者登録
ア メ リカで研究 者や学 生 を相手 に,ア メリカ地 方行 政 について意 見 を交 わす と,必 ず 登場 する常 套句
が あ る。 「それ は,州 毎 にちが う」 とい う表現で ある。 た とえば地方選挙 につ いて,ア メ リカで は選 挙
民 自身が有権 者 であ るこ とを登録 す るのが普通で あ る。 それ をVoterRegistrationと呼 んで いるが,こ れ
を済 ま さない と投 票で きな い とこ ろが 多い。 この 問題で,い ったん登録 を済 ます と住所 を変 え ない 限 り
登録 を しな くて いいの か,あ るいは,選 挙 毎 に登 録が必 要 なのか,日 本 人 と して は疑問 に思 うところで
あ る。 それ に答 えて,ア メ リカ人はほ ほ まちがい な く,「 州 によって制 度 は異 な る」 とい う解 答 を寄せ
る。 そ もそ も有権 者登録 においてすで に,そ れ を義務 と してい る ところ,あ るいはそ うで ない ところ な
ど,州 毎 に相 当 の ちがい が 出てい る。 ア メリカ人 が 「州 に よってマチマ チ」 とい うの も,や む を得 ない
こ とか もしれない 。
参 考 まで にい うと,オ クラホマ 州 とニューハ ンプシャー州 で は,選 挙 の10日前 まで に有権 者は選挙 人
と しての 登録 をす る こ とが必要 であ る。 この期 間は,サ ウス ダコ タで は15日,カ ンサ ス州で は20B,そ
の ほかの州 では30日になる ものが多い。 ただ なかには,メ イ ン州,ミ ネソタ州,オ レゴ ン州,ウ ィス コ
ンシン州 の よ うに選挙の 当 日に登 録 を認 め る地域 もあ る。 一方,選 挙 人登 録の有 効性 につ いては,登 録
を済 ませ て も,実 際 に投 票 しない と有 権者 の名前 を名 簿 か ら抹 消 す る ところが ある。 また,住 所 を変更
した場 合 には再 登録 を義 務付 けてい る州 も多い。
有権 者名 簿 は選挙の たび に相 当,変 動 するのが通 例で ある。 そ こで名 簿は,定 期的 に精査 され るが,
有権 者登録 をす る と棄権 や住所 の変更 な どが ない限 り,名 前は名 簿 に引 きつづ き残 る制 度 が一般 化 して
い る。 これは,名 簿の改 訂 に相 当 なコス トがかか るためで ある。 カ リフォルニ アで は有 権者 の名前 が抹
消 される可 能性 がお こる と,選 挙 管理委員 会は そのこ とを本 人 にハ ガキで通知 してい る。選挙民 が ハ が
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キを返 送 する と,有 権 者 と しての資格 を維持 す ることがで きる。
有 権者 登録 には,そ の よ うな煩 損 な手続 きと経 費がかか る。 そこで,ウ ィス コンシン州 な ど中西 部の
諸州 で は,有 権者登録 を廃 棄 してい る。 しか し,現 在の ところ,こ れは例外 に属 する。有権者 登録 を廃
棄 する と,選 挙 で二 重投 票 な どの問題 が発生 し,地 方政治 は腐敗 する と考 え られて きて いる。 これ は後
に詳 しくのべ るが,20世紀 のは じめ ア メリカの地方政治が汚職 に まみれ,地 方行 政が暗黒時代 を迎 えた
過 去の経験 に もとつ く意見 であ る(Lorch,pp.49-52;AdrianandFine,pp.126-127)。
2.デ ィロンの原則 と地方政治
アメ リカの地 方行 政 は,選 挙 とい う民 主制の根幹 に関 わる部分 において,す で に多様 化がい ち じる し
い。州毎 に制度 は様 々で ある。 アメ リカ人が 「州 によってバラバ ラ」 とい うの も,理 解 で きる よ うな気
がす る。 とはいえ,そ れ では ア メリカの地方行 政 に共通す る部分 はないの か とい うと,実 状 はそ うで も
なさそ うであ る。実 際の ところ,ア メ リカの地方行政 には全米 に共通 して見 られる普遍 的 な要素 も少 な
くない。
具体 的 な実例 を2つ挙 げ よう。 日本 の市 町村 にあた る地方 自治体 は,ア メ リカでは共通 して;州 政府
の責任 に よってつ くり出 された創造物(TheCreatureoftheState)とい う形 を とってい る。法律 的 にい う
と,地 方 自治 体は連 邦政府 によって生 み出 された もので もなければ,国 によって保護 された団体 で もな
い。 アメ リカ合 衆国憲法 は,そ もそ も地方 自治体 について 一切ふ れる ところが ないので ある。 地方 自治
体 は州 政府の 責任領域 におかれ,州 政 府の権限 は市町村 よ りも大 きい とい うの が,ア メ リカの定説 にな
ってい る。
それ を,普 通,「 デ ィロ ンの原則」(Dillon'sRule)と呼 んで いる。 この原理 に よると,ア メリカの 自
治体 はいずれ の州 にお いて も,州 政府 か ら規制 を受 け,州 政府 が認め る事務 について しか執行 権 限 を も
たない行 政機 関であ る。 この点 は,わ が国での イメージとやや異 な るように思 える。 日本 では,ア メ リ
カは住民 自治 を実践 す る代 表的 な国 と位置づ けて きている。 アメ リカの地方団体 は固有 の権 限 と,独 立
性 を もつ とい うのが,日 本 での これ までの評価であ る。 しか しなが ら,行 政 上の 「制度」 とい う側 面 に
着 目す る と,ア メリカの 自治体 は組織 編成や事務権限,さ らには,入 事や税制 な どにつ いて,州 政 府の
規制 と監督 を受 けて きている。 この点 では,程 度の差 はあ れアメ リカの地方 自治 体 も日本 の団体 と,そ
れほ ど異 なる もので はない(AdrianandFine,pp.113-119;Lorch,p.230)。
ところが,ア メリカの地 方行政が興味 を引 くのは,自 治体の ほとん どが制度か らくる制約 を 「政 治」
とい う回路 を通 して克服 してい るこ とである。 アメ リカの 自治体 では,市 長や議会,そ れ に行 政部 や市
民の各 々が,そ れぞれ大 きな政治力の担 い手 になってい る。 アメ リカの 自治体 は どの地域 にお い て も,
地方団体 その ものが政治的 な性格 を もち,政 治その もの とい う様相 を呈 してい る。 そのため に,ア メ リ
カの大学 で は,地 方政治 をUrbanPoliticsandPublicPolicyなどの名称 で授 業 と して とり上 げ,地 方 レベ
ルを舞 台 に した政治 が様 々な政策 にど う結 びつ くか,・その関係 を明 らかにする こ とに熱心 であ る。 この
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点 は,ア メ リカの大学で使 用 してい る教科 書 に顕 著 であ る。 ほ とん どの テキ ス トが,「 州 と自治体 の政
治』(StateandLocalPolitics)とい うタイ トル を用 い,地 方 レベルの 政治性 を強調す るの が普通 であ る〔2)。
この例 は アメ リカの地 方 自治体 が制度 は と もか く,活 動 の中身や その特徴 にお いて,わ が国 の団体 と
相 当,異 な った内容 を もつ こ とを示 してい る。 国 の指導 と規制が大 きい わが国で は,地 方政治 とい う概
念 は今 日で も未 成熟 であ る。 それ に代 わ って,地 方 自治 が問題 に され,政 府 間関 係 に関心 が集 まる。 そ
の よ うに国 との タテの行 政 関係 を重 視す るのが,日 本版 地方行政 のい ち じる しい特 色であ る。 これ に対
して,ア メリカの地方行 政 の基本 は,市 長 と行 政 部,そ れ に地 方議 会 や市 民 な ど ヨコの政治 関係 であ る。
この ヨコ型政 治関係 が,州 政府が 自治体 に対 して 課す規 制や監 督を払 いのけ るエ ネルギ ーにな って きて
い る。 その点 は,こ れか らの分析 がいろい ろ な形 で示 してい く通 りで あ る。
3.行政制度の普遍化
ア メ リカの地 方行 政が 普遍 的に抱 える2つ 目の特 色は,地 方組織 に関係 してい る。50にのほ るア メ リ
カの州政府 は3つ の例外(コ ネチカ ッ ト州,ロ ー ドア イラ ン ド州,ア ラス カ州)を 除 いて,す べ て カ ウ
ンテ ィ(County)と呼 ばれ る行 政組織 に分割 され る。 なお,ル イ ジアナ州 で はカ ウ ンテ ィに代 えて,パ
リシュ(Parishes)とい う名前 が使 われ る。
カ リフォルニ ア州 を例 に とる と,州 は58のカウ ンテ ィに分かれ る。 ア メリカ全 体で 言 うと,各 州 は平
均,65の カウ ンテ ィを抱 える。 カ ウンテ ィは,州 行 政 を助 け る補助 機 関であ る。 もと も と,各 州の農 村
部行 政 を担 当す る団体 として登場 してい る。 したが って,カ ウ ンテ ィは本来 「自治体」 として作 られた
地方 団体で は ない。 しか し今 日では,公 選 の執行 部(CountySupervisors)をもち,保 険 や衛 生事務 の ほ
か,農 政 や土地台帳 の維持 と管理,そ れ に地 価 税の徴収 など,広 域 的な性格 を もつ 自治事務 の実施 に責
任 を負 う機 関で あ る。 その数 は,全 米で 合わ せて3000団体以 上 に上 る。 その うち,カ リ フtル ニア州 の
ロス ア ンゼル ス ・カウ ンテ ィが規模 として は もっ と も大 きい。 この行 政区域 に は,東 京 都の5倍 にあ た
る面積 と,900万人を越 える人口が居住 している(AdrianandFine,p.181;Ha㎡gan,pp.158-159)。
カウ ンテ ィ政 府 は,さ らに市(City)やそれ と同 じ機 能 を担 う タウ ン(Town)などの行 政組 織 に分 か
れ る。 その様 子 は,わ が国 で府県が市 や町村 な どの 自治体 に分割 され るのに似 てい る。1990年の国勢 調
査 を参考 にす る と,そ う した 自治体 は合 わせ て7284団体 に なる。そ の うち人口が100万人 を越 える大 都
市 は,ニ ュー ヨー ク(732万人),ロスア ンゼ ルス(349万人),シカ ゴ(278万人),ヒュー ス トン(163万人),
フ ィラデル フ ィア(159万人),サンデ ィエ ゴ(111万人),デトロイ ト(103万人),ダラス(101万人)の8市
であ る(Wright,pp.209-228)。
そ れらを別 にす る と,ア メ リカの 自治体は わが国 に比べて相 対的 に規模が小 さい。50万人 を越 え る都
市 は17団体,25万人規 模 の まちは39市,そ れ に10万人 レベ ルの市 は135団体 で あ る。 わが 国で市 に なる
要件 の一つ は,人 口が5万 人 を越 える ことで ある。 ア メ リカで この 規 模の まちは,341団体に な る。 そ'















は540団体 に なる(MunicipalYearBook,1996,xii)。この数 は,H本 と好対照 をな してい る。
参 考 まで に日本 の状 況 を記す と,100万人都 市 は,札 幌,横 浜,川 崎,名 古 屋,京 都,大 阪,神 戸,
広島,北 九州,福 岡の10市で あ る。 また,人 口 が5万 人 を越 える 自治 体の 総数 は,1221団体 に なる(地
方 自治 便覧2-23)。ア メ リカで は,人 口が1万 人 を下 回 る ミニ・地 方団 体が 圧倒 的 に 多い。 こと に人 口
が2500人前 後の 自治 体 にな る と,そ の 数 は急 増 し2000団体 を越 える(自 治省 官房文 書課,18-21頁)。
す で に指摘 した よ うに,ア メ リカの 地方行 政 では,州 を細 分化 した カ ウ ンテ ィが,さ らに市や タウ ン
などの名称 をもつ基 礎 自治体 に分かれ る。 それが,全 米 に共 通 して認め られ る行 政 制度 のパ ター ンで あ
る。 ただ ア メリカで は,自 治 体の規模 は わが 国 に比 べ て小ぶ りとい う印 象 を受 け る。 そ の理 由の 一つ は,
国土 の広 さに関係す るが,加 えて,建 国の始 祖 の一 人であ る ジェ フ ァソ ンの時代 か ら伝統 的 に,人 口密
度の高 い都市 を嫌 うとい う文化 があ る。それ らが相 乗 的 な効 果 を もち,地 方団体 の規 模 を抑 える機 能 を
果た してい る。
なお,ア メリカの 国勢調査 が基準 とす る とこ ろに よる と,地 方 自治体 と呼 ば れ るのは,カ ウ ンテ ィ,
市(タ ウ ンを含 む),学 校 区(schoolDis{rict)、そ れ に中 西部 に多い タウ ンシ ップ(Township)と呼 ばれ る
団体で ある。 これ は,わ が 国で は村 にあた る組 織 と考 えて よい。そ れ に 日本 の一 部事務 組合 に近い特 別
区(SpecialDistrict)が加 わる。 それ らの総数 は,お よそ8万3GOO団体 になる。 ちなみ に,ア メリカで地
方 自治 体 と呼 ばれ るため には,法 人 と しての 資格 を備 え る 「法 人化」(lncorporation)する こ とがが条 件
であ る。 わが 国の地方 行政 も,こ の例外 では ない。府 県 は,市 や町村 などの法 人組 織 に分か れる。
ところが,地 域 の広大 なア メ リカでは,法 人 と しての資 格 を もた ない 「未法 人化 地域」(Unincerporated
Area)と呼 ばれ る ところ もあ る。 これは,地 図上 は 白で表 され るのが通 例 であ る。 そ こ には,市 も町 も,
あるい は,村 もない。 アメ リカの地 方行政 で は,法 人格 を もたない地 域が,都 市 の中心 部 に も多い こ と
が しば しば問題 に なる。た と えば,ロ スア ンゼル ス地 方 を例 にす る と,人 口 の集 中 した まちの中心 部 に
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自治 体が な く,行 政が空洞 化 する とい う状 況が発 生 してい る。わが 国で は想 像 もつか ない,ア メ リカ地
方行 政の不思 議 な一面で あ る。
未法 人地 域が市 に変 わる ために は,3つ の方法 が ある。 いず れ の場 合で も,市 に昇格 を予定 す る地域
の住民 が,会 社 の定 款 にあた る 「布憲 章」(CityCharter)を採択す るこ とが必 要 と され る。一 つ は,州 政
府 が 一般 法 と してあ らか じめ規定 してい る憲章 を,住 民 がそ れ をそ の まま認 め るこ とであ る。 これは,
通 常,「 一般 法市」(GeneralLawCity)と呼 ばれ,い わば レデ ィメー ドの市昇 格 であ る。二 つ 目は,州
政府 がい くつか憲 章の事 例 を準備 し,そ の なか か ら住民 が一 つ を選択 す る方法 で ある。い わ ばイー ジー
オ ー ダーであ るが,そ れに加 えて 三つ 目は,地 域住 民が憲 章 を 自らの手でつ く り出 し,そ れ を州 政府 に
承認 させ る手法で あ る。 これ は,「 ホー ムルー ル憲 章」(HorneRuleCharter)と呼 ばれてい る。住民 を主
体 に した もっと もア メ リカ的 な市昇格 の方 法 と考え られ て きてい る(Berman,pp.215)。
4.ア メリカの都市構造と地方政府の活動量
これまで見て きたように,ア メリカの地方行政には,全 米に広 く'一般化 して認め られる特色も少な く
ない。ことに法制や制度面でそうである。その様子は,多 様 化のなかの普遍化 ともいうべき状況を呈 し
てい る。そうした点を念頭に,こ こでは視点をやや変え,ア メリカにおける地方行政の特徴 を数点に限
って探 ってみようと思 う。その際,日 本 との比較 とい う視点を重視 したい。わが国では常識 とされてい
る事柄が,ア メリカの地方行政では別の形をとることも多い。それを知ることが,ア メリカ地方行政を
探索する第一歩になる。
アメリカ地方行政に必要な 「道 しるべ」の一つは,都 市の構造についてである。 よ り正確には土地の
値段 と市中か らの距離に関係 している。言 うまで もないが,ア メリカの都市 と日本 のまちとは成 り立ち
がちが う。 日本のまちでは,土 地の値段 は普通,都 市の中心部ほど高 く,市中から離れるほ ど安 くなる。
つま り,地価と市中からの距離 との間に反比例の関係が成 り立つ。 これは,わ が国のまちではほ とんど
例外な く認められる一般的な傾向である。 ところが,ご く極端化 して言うと,こ れがアメリカでは反対
になる。地価と市中か らの距離 とが正比例 している。つ まり,都心部では地価が低 く,郊外に行 くほど
土地の値段は上がる。都市の中心部ほど荒廃 し,犯罪率 も高い。反対に郊外 に行 くと高級住宅地が並 び,
住環境がず っとよくなる。 アメリカの都市が抱 える,複 雑な側面 と言えよう。
都市の中心部に荒廃 した地域を もつ アメリカでは,地 方行政は都市開発や都市改造などに大 きな力を
割いてきた。 まちの中心部 をどのように明る く,いかに して住み良い場所に変えるか,そ れが アメリカ
の地方行政では伝統的に重要な行政課題 になって きている。そのせいにもよるが,ア メリカの地方 自治
体は総 じて経済開発 に大 きなエネルギーを割 くことが多い。都市では商工会議所や各種の産業団体が自
治体とスクラムを組んで企業誘致に努力 し,都市中心街の活性化策 につとめる。場合によっては,そ れ







、図一2地 価 と市中からの距離 一 日米比較
日本の 自治体関係者がアメリカに出かけて,地 方団体が重要な政策を担っていないことにおどろ くこ
とがある。なかには,「 日本 に比べると,ア メリカの自治体はだめだ」 とう感想 をもち帰る人び とも多




る。アメリカの地方団体は,社 会性のつよい正義や平等などの問題は,国 の仕事 と考えて きている。ア
メリカの地方自治体の間につよい伝統的 な政府観によると,所 得格差の改善につとめ,マ イノリティの
地位 を是正するのは,連 邦政府なのである(Peterson,1981)。
この点は,わ が国とは異なる。 日本では,中 央政府が経済開発 を演出 して きた。一方,地 方自治体は
住民の平等 を考え,市民格差の是正に力 を注いできている。わが国では自治体が福祉や民生,そ れに保
健など住民生活 に密着 した課題を担う第一責任者である。そのために,わ が国の自治体は活動範囲 と活
動内容の両面において,ア メリカをはるかに越える量を誇っている。 自治体関係者がアメリカに出かけ,
活動量の少ないアメリカの地方行政にお どろ くのは,そ のためである。
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5.ア メ リカ 戦 後 の 都 市 政 策 と1934年「連 邦 住 宅 法 」
地 方 自治体 が経済 開発 に関心 を示す 一方,連 邦政府 は国民 の間の平 等や公平性 の実 現 に大 きなエ ネル
ギ ーを割 いて きてい るア メリカでは,政 策 の基本原理 をめ ぐって地方 と連 邦政 府 との間 にちがいが 残 る。
それが しば しば両者の 問で矛盾 や衝突 を招 き,結 果 と して,政 策の失敗 とい う問題 を引 き起 こす。 その
一例 に,ア メリ カが戦 後続 けて きた大都市政 策 を挙 げる こ とがで きる。
1949年か ら連邦 政府 は,大 都市 の再開発や 改造 に巨 大な資 金を注 入 して きた。 これは もっぱ ら,都 市
中心 部 に居 住す るマ イ ノリテ ィ ・グル ープの 生活環境 や経済事情 を改 善す るための 施策であ った。 とこ
ろが,都 市 開発 事業 を実際 に行 うのは地方 自治体で ある。そ の地 方団 体は とい うと,都 市環境 の改 善 を
まちの経済 を活性 化す る手段 に使 お うと考 えた。つ まり,連 邦政府 がマ イ ノ リテ ィ ・グル ープを対象 に
考 えた社 会性 の高い施策 は,地 方 自治体 レベ ルで は経済 政策へ と手直 しを受 け,当 初の 目的 とは異 なっ
た性 格 を もつ こ とが 多 くな ったので あ る。そ のため,戦 後 アメ リカ政府 が実施 して きた都市政 策は,失
敗 とい う結 果 におわ る例 が増 えた。 この点 を,つ ぎにやや くわ しく検討 して み たい と思 う(こ こで 紹 介
して いる アメ リカ戦後 の都 市政 策につい て詳 しくは,中 邨,1999:pp.67-125参照)。
ア メ リカが 戦 後,実 施 に移 した都 市政 策 は,い ず れ も1934年に創 設 され た 「連 邦 住 宅 法」(Federal
HousingAct)から大 きな影響 を受 けてい る。 自由主義の旗 手 を自認 す るア メ リカで は,住 宅 は久 しく個
人が解決すべ き問題 と考 え られて きた。公営住宅 は社会 主義 とい うのが,そ の理 由で あ った。今 日にお
いてす ら,ア メ リカの公営住 宅 は数 において きわめ て少 ない。 その上,公 営 住宅 の管理 や維持 には問題
が多 く,そ れ らは政府の政 策が失敗 した事例 と して と り上 げ られ る こ とが しば しばであ る。
なかで もセ ン トルイス市 の事例が.こ れ まで公営 住宅政 策の失敗 を表す 格好 の ケース と して とり上 げ
られて きた。 ア メリカで 西部の起点 にあた る ミズ リ一州セ ン トル イスの まち に,プ ルイ ッ ト ・アイ ゴエ
ー(Pruitt-lgoe)と呼 ばれ る地域 があ る。 ここ に1950年代 のは じめ,連 邦政府 の資 金援助 で公 営 住宅 が
建 築 された。 合 わせて2700戸に上 る公営住 宅 は,当 初,建 築技術 やデザ イ ンの点 で もす ば ら しい と高い
評 価 を受 け,全 米 の注 目を集 めた。 ところが,こ れは長 くはつづ かな かった。 この住宅 にやが て低 所得
グルー プが集中 し,同 時 に治安 も悪化 をは じめた。 差}住者が身の危 険 を感 じるこ と も多 く,最 終的 には
ここの住民 自身 が公営住宅 に住 むのはいやだ と言い出す ほ ど地域 の荒廃化 が進 んだ。結果,1971年にい
たって,連 邦政府 は プルイ ッ ト・ア イゴエー 地域 の公営住宅 が政 策 と して 失敗 で あ った こ とを認め,住
宅のほ とん どが取 り壊 され た。
公 営住宅 策が失敗 に終 わった原 因の一つは,政 府 の とった人種融 合政策 にあ る と言わ れてい る。 プル
イッ ト ・アイ ゴエ ー計画 がは じまった当初,ア イゴエー地域 には主 に 白人が,そ して プルイ ッ トにはマ
イノリテ ィ ・グルー プが,そ れぞれ別 個の生活 圏 を作 っていた。た だ,そ う した生 活圏の 分離 を連 邦政
府 は,人 種 問 の融和 を目的 とす る 「公民 権法」 に違 反す る と考 えた。政府 の意図で は,プ ル イ ッ ト ・ア
イゴエ ーは,さ まざまな人種 グループが共同 の社会 生活 を送 るモ デル地域 でなけれ ば な らなか った。 ど
ころが実際 に は,融 和策 がは じまる と同時 に白人 グル ープが地域 か ら抜 けだ し,公 営住宅 は低所得 者層
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で占め られるこ とにな った。 人種 間融合 で他 の 地域 のモ デル とな るべ き計 画 は,そ の失 敗 の事 例 と して
現在 に伝 え られ るケース に変 わ った(Harrigan,1991:P.444)。
時代 は やや前後す るが,1934年法 は画期 的で あ った。 この 「連 邦住宅 法」 によって,ア メ リカ政 府 は
それ まで の原 則 とは異 な り,住 宅取 得 とい う本 来 は個 人が解 決すべ き問 題 に,公 的機関 が介 入す る こ と
を決 めた か らであ る。 この政策 は,1929年か らの 大恐慌 を乗 り切 るため の もので あ った 。 当時,1933年
単年度 だ けで,住 宅 ロー ンの焦 げつ きは25万2000件に も及 んだ。 そ こで大不況 か ら脱却 す る決め手 と し
て,公 的資 金 を個人 の住宅取得 に注 入す る施 策 が登場 した。
「連 邦住宅法 」 は,個 人が住 宅 を購 入す る にあ た って,低 利 の ロー ンが借 り入 れ られ る金 融機 関 を連
邦政府 が確保 す るこ と,な らび に,そ れ が返 済で きな くなった場 合に,連 邦政 府が債 務 保証 す る ことの
2点を柱 に した。 この 制度 では,連 邦住宅局(FederalHousingAdministration)が,取引の対 象 となる家屋
を査定 す るこ とが条件 に なった。返済 期 間は30年か ら35年と決 め られた が,加 え て,こ の法律 で は中古
で はな く新築住 宅だ けが施策の 対象 に限定 された。 そ うした い くつ かの 条件 を満 たす と,個 人は購 買価
格の10%を頭金 と して金融機関 にお さめ,住 宅 を取 得す る こ とがで きた。 ちなみ に,1937年か ら1967年
の30年間 に,900万戸 の住宅 に連 邦住 宅 局が貸付 保 証 を行 い,お よそ2800万世帯 が政府 に よっ て金融 機
関か ら低利融資 を受 けてい る。
た だ,こ の施 策で は中古住宅 は対 象か らはず され た。経 済効果 を考 え る な らば,対 象 は新築 住宅 で な
けれ ばな らなかった。 ところが,こ れ が思い もよ らない問 題 を引 きおこ した。新 築住宅 は,都 市 の 中心
部で は建 ちに くい。 新 しい住宅 は都心 を離れ,む しろ郊外 で開発 され る例 が増 えた。 ア メ リカで 目にす
ることの多い,大 都市 とそれ を と り巻 く郊外住宅 地 の発展 が,そ う した連邦 政府 の住宅 政 策の結 果 と し
て出現 した。一 方,市 中 に残 された従 来か らの 住宅 は,1934年法 の恩 典 を受 けず 環境 の悪 化が進 ん だ。
1940年の統計 に よる と,ア メリカ各地 の都市部 にあ る住宅 の うち,お よそ3000万戸が築25年を越 え,そ
の うち,40%が 建築上 の欠陥 を もち,14%は完 全 な建 て直 しを必 要 と した。
アメ リカの大 都市で は戦 前,す で に市中 にあ る住宅 は老朽 化 と荒廃化 を進 めて いた。 そ こに戦 後,南
部の諸州 か ら移住 を は じめたマ イ ノリテ ィ ・グルー プの多 くが住 み着 くこ とになった。 都心 部 ではマ イ
ノリテ ィが老朽化 した住宅 に住み,白 人世帯 を中心 に中間層 は郊外 に住 む,ア メ リカの 都市 が 一般的 に
抱 える2面 性 が,戦 後,そ う して定 着 した。1949年の シカ ゴ市 を例 にす る と,Sou{hsideと呼 ばれ る市
の中心 部では,117万に及ぶ世帯 が住宅 を必 要 と してい た。 ところが,そ の うち適 正 と認め られ る家屋
は90万戸 にす ぎなか った。 ア メ リカ大 都市の再 開発 に,政 府 が本格 的 に と り組 まなけれ ば な らな くなる
のは,時 間の問題 であ った。
6.ア メ リカ都市の再開発
アメ リカ連邦政府 は,'1949年か ら1960年代中頃 にか け,都 市 再 開発や 都市改 造 な ど,普 通,「 物 理的
施設の開発」(PhysicalPlanning)と呼 ばれる都市 政策 を積極 的 に推 進 した。 これ らには,都 市rli心部 に
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居 住するマイ ノリテ ィ ・グル ープの生活環境 を改 善す るとい う目的 が,共 通 に認め られた。そ う した国
の施策を実行 に移 すため には,自 治体 や民 間企業の協力が不可欠 であった。 ところが,そ れが うま く行
かなか った。 自治体 や企業 は,連 邦政府 の思惑 とは異 な り,荒 廃 した都市中心 部の開発 を経済 の再生 に
結びつけ よ うとした。 自治体 や民 間企業 の視 点 に立つ と,マ イノリテ ィ ・グループの生 活環境 は都 市経
済が活発化す る ことによって 自然 に改 善 され る課題 であった。
アメリカで都 市再開 発は,1949年か ら本 格化す る。 これには,民 間活 力の利用 を考 えた,「 ライ トダ
ウ ン方式」(WriteDown)と呼 ばれ る方 法が導入 された。連 邦政府が 自治体 の進め る再開発 策 に資 金を提
供 し,政 府,自 治体,そ れに企業 の3者 が協力 しなが ら都市問題の解決 にあ たるとい うのが,こ の方法
の骨子 になった。
具 体的 にい うと,こ の方式 はは じめ に自治体 が再開発の対 象地域 を買 い上 げるこ とでス ター トした。
その後,自 治体 は買い上げた土地 に,上 下水道 な ど都市の基盤整備 に必 要 な事業 を実 施 した。そ れがお
わ ると,土 地 は民 間の デ ィベ ロ ッパー に市場 価格 を下回 る,使 用価 格で売却 された。なお,そ れ らに要
す る費用 の大半 は,連 邦政府 が負 担す るこ とに なった。 ただ,連 邦 政府主導 で進 め られた都市再 開発は,
「スラムク リアラ ンス」 とい う響 きのよ くない別名で呼 ばれる ことが多い。 それは,再 開発 がス ラムを
消滅 させ た と同時 に,そ こに住 むマ イ ノリテ ィ ・グループを市中か ら追 い出す とい う悪 い効果 も果た し
たか らである。
しか しなが ら,連 邦 政府が予定 した ところで は,都 市再開発事業 に よって スラム地域 か ら追い 出 され
る低所得者層 も,こ の施策の恩恵 を受 け るはず であった。再開発が進 む と,住 宅 の質をめ ぐって 「循環
過 程」(FilteringProcess)が働 くと見込 まれたこ とが,そ の大 きな理 由であ った(図 一4参 照)。民 間企
業 によって都心部 の開発 され る と,そ れ までス ラムであ った地域 にあた ら しい住宅 群が出現す る。そ こ
に,い った んは郊 外 に出 た中間層 が職住隣接 の魅 力 をも とめ て再 び もどって くる。 そ して,こ の 回帰 現
象が本格化す る と,郊 外 の住宅 に余裕が 生 まれ,今 度 はそこに低所 得者層が 移住 をは じめ る。 つ ま り,
再開発 によって中間層 は都心 のあた らしい住宅 に移 り,低 所 得者層 は中 間層 が空けた郊外住宅 に平行移
動 をは じめ る。その よ うな都市 に住 む人 び との間で住宅 の循環 がお こる と,結 果 と して住環境 はすべ て














ところが,住 宅 の循環 過程 は政 府が期待 するほ ど順調 には進 まなかっ た。 これには,大 き く2つ の理
由が関係 していた。一つ は,民 間企業 の再開発 へ の投資 が予期 しなかっ た方向 に進 ん だこ とであ る。 都
市再 開発 を必 要 とす る土 地 は,ほ とんどが荒廃 化 した地 域 にあ った。民 間企業が そ こに新 規住宅 の投資
を して も,採 算が とれるか ど うかは分 か らない,リ ス クの大 きい事業 に なるこ とが予想 された。 そ こで,
自治体 は政 府か らの資金援 助 で,土 地 の売却価格 をあ らか じめ安 価な使 用価格 に設定 してい た。 しか し
この イ ンセ ンテ ィブでは,民 間企業 は再開発 に飛 びつい てこない。民 間投資 を促 進す るため には,土 地
価格 を以外 にも う一つ別 の ア メが必 要 とされた。 それが,安 く払 い下げ た土地 の利用 方法 に規 制 を課 さ
ない とい う方策で あ った。 ところが,い っ たん規 制 を緩和 する と,再 開発 は当然,経 済原理 のお もむ く
方向 に動 きは じめ る。低所 得層 の住環境 の整備 は後方 に追いや られ,利 益 を生 む事 業が優先権 を得 るよ
うになる。 事実,民 間企 業 の手 にわたった土地 の なかには,中 間所得者 の手 には届 かない高級 住宅 に変
身す る ものや,公 園 にな りシ ョッピングセ ンター に変わ る もの も増 えた 。
この こ とに関連 す る2番目の問題 は,住 宅 建設 の タイ ミ ングに関 わ ってい た。 ス ラム ク リアラ ンス を
実施 して,そ の跡 地 に住 宅 を建て る とい う構想が,ス ケジュール通 り進 まなか った場 合,中 間所 得者層
は都心 には も どって こない し,郊 外 の住宅 に空 き家 も出 ない。 そ うなる と,再 開発 事業 によって家 を失
った 人び とは,住 む場所が な くなる。 一般住宅 のス トックが十分であれ ば まだ しも,す で に シカゴの例
で指摘 した よ うに,適 正住 宅は 多 くの都市 で絶対 数が不 足 してい た。 そ う した状況 で,都 市 中心 部 を追
われ た人 びとの多 くは路 頭 に まよい,同 じ都市 中心部の 別の場 所 にあ た ら しくスラム地域 をつ くるこ と
になった。
つ ま り,1949年か らは じまるアメ リカの都市 再開発 は,大 都市 のスラ ムを一 部 と りこわ し,都 市の美
化に貢献 したけれ ども,低 所得者層 にあた ら しい住宅 を提 供する こ とに はな らなか った。 この施策が し
ば しば,ス ラム を破壊 するだ けの 「都市 ブル ドーザ ー」(UrbanBultdozer)と異名 を とるゆ えんであ る。
7.都市改造策の登場
都市 再開発 に問題の ある ことが分 か る と,ア メリカでは1954年か ら,こ れ まで の施策 を改 めた 「都市改
造」(UrbanRencwal)に関心 が集 まった。 この政 策は,都 市部 の荒廃地域 を復 興(Rehabilitation)や保全
(Conservation)など,比 較的.手 がたい 方法 であ た らし くして いこ うとす る もので あ った。都市改 造事
業では,従 来 の よ うに不 良住宅の と りこわ しは,で きるだけ避け る とい う方針 が とられ た。代 わ って,
あ らか じめ 一定 の住居 基準 を設定 し,そ れ に したが って,既 存の住宅 を その基準 に合わせ 補修 してい く
とい う方法 が採 用 された。 修復 された家屋 は,引 きつづ き利 用す る とい うのが,都 市改造事 業の もっと
も大 きな特 色であ る。
そ う した住居 の適正 条件 を単体 規定 と呼 んでい るが,都 市改造事業 で はこの ほかに集合規定 と呼 ばれ
る規 制 もあった。 これは,地 域全 体の まち並 み を整 える ことを目指 した規制で ある。 この ルールは,対
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象 となる家屋 の外壁 や前庭 な どにつ いて,定 め られ た規定 に したが って改修 し,地 域 と して の整合性 を
保 と うとす る もの であ った。 まち全 体 としての住環境 を向上 させ るの が,こ の施 策の 目的 になった。
1954年以 降,ア メリカの 都市政 策はそ う した内容 を もつ改造 策 に軌 道修正が行 われ た。参考 まで に1974
年 までのお よそ20年間 を見 ると,そ の 間 にア メ リカ政府 が実施 した都 市政策 の20%が都市再 開発,残 り
の80%は復 興 や保 全 を基本 に した都市改造 策 にな った。 この デ ー タを見 る限 り,1954年を起点 にア メリ
カの 都市政策 は堅実で保守 的 な手法 に変 わった とい う印 象 を受 ける。 しか し,こ の手 がたい改 造策 に も
い くつ か問題 が残 った。改 造 策 におい て も再開発 と同 じよ うに,連 邦 政府の 補助 金が 事業発 展の鍵 を握
った。 当初,連 邦政府 は事 業 を発 展 させ るため,自 治 体 に・補助 金の1096を公 園や シ ョッ ピング ・モ ール
など,都 市 改 造以外 の 目的 に使 用す る ことを認 めた。 これ は従 来の 方法が,住 宅 に偏 って い るとい う自
治体 や産業界 か らの批判 に応 えての措 置であ った。 そ の後,補 助 金 を他 目的 へ転川 する使 い道の幅 は,
1959年には20%,1961年には30%,そ して1965年には50%まで さらに拡大 された。 そ うなる と,都 市中
心部 の改造 とい う政策意 図 は当然,変 化 をは じめ るこ とになる。
1960年代 のは じめ ニ ュー ヨー ク市 で は,コ ロ ンビア 大学 に付 属す る病院 の拡張 が,都 市改 造計画 の 目
玉に なった。 この事業 は,ハ ー レム地域 に住 む住民の 環境改 善 に優 先 して進め られた。同 じよ うな事例
は,サ ンフランシス コ市 に も出現 した。古 い 日本人町 を 日本 か らの資 本 もと り込 んで改造 し,そ こ に文
化セ ンター を建設 する とい う計画 が進め られ た。 この プロ ジェ ク トは,日 本人町 に古 くか ら住み,高 齢
化 を進 める 日系一 世の意向 とは関係 な く展 開 され た。
こ うした事例 は,都 市 再開発計 画や都市改造 事 業が.当 初 の 低所 得者 対策か ら乖 離 し,別 の内容 を も
つ政策 に変化 した ことを示 して いる。実際,ニ ュー ヨーク市 で は,コ ロ ンビア大学 の学生 が その点 を問
題 に し,1965年には都市再 開発 や都市改造 をめ ぐって 当時 の ア メリカでは きわめ て珍 しい大学紛争 が発
生 した。 アメ リカの東海岸 で コロ ンビア大学 の紛 争が お こ った の と時 を同 じくして,西 海岸 で は 日本人
町の 開発 をめ ぐって,日 系 三世 や アジア系 の学 生 が反 対 に立 ち上が った。 それ は当時,黒 人 に よる運動
が 「ブラ ックパ ワー」 と呼 ばれ たの に対 して,「おは しパ ワー」(ChopstickPower)と呼 ばれ て関心 を呼
んだ。
いず れの国 において も,都 市 を ど う開発 して い くか は,大 きな難題 であ る。土 地 に対 す る規 制が きび
しい ヨー ロ ッパで は,一 般 的 に政府が 都市発 展 に重要 な役割 を果た して きている。 この点,ア メリカは
ヨー ロッパ諸 国 とはい ろい ろな面 で相 当,異 な ってい る よ うな気がす る。 アメ リカで は レーガ ン政権 が
誕生 す る1980年まで,連 邦政府 が補助 金 を使 って 自治 体の 都市 開発 を誘導 して きた。 しか し,す で に触
れ て きた よ うに,こ れには限界 があ った。 くり返 しになるが,地 方 団体の レベ ルで は都市 開発はあ くま
で経 済開発 を促 進す るための手段 で あった。経 済開発 が進め ば,低 所 得者層 の生活 は 自ず か ら改善 され
る とい うのが,ア メ リカの地方 自治体 に多い考 えで ある。
したが って,ア メリカの都市 で は各 地で,商 工会議 所 をは じめ 各種の産業 団体が,知 事 や市長,'それ
に議 会 と密接 な関係 を保つ こ とが少 な くない。 わが 国の中央 政治 に見 られる政 と官,そ れ に民が協 力 じ
て経 済 開発 にあ たる とい う図式が,ア メ リカで は地方 レベ ル にお いて顕著 に なつたc3}。ところが,`その
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結果,連 邦政府が戦後,推 進 してきた都市再開発や都市改造事業は,い ずれ も当初の目的を果たさず,
都市政策は多 くが失敗という結果を残 してきている。
ただ,ア メリカの事例が興味 を引 くのは,都 市問題の解決方法に見 られるように,連邦政府の政策は,
地方団体において しば しば別のものに変化 し,中央と地方 との間で政策をめ ぐって大 きなギャップの出
ることである。皮肉なことであるが,こ の格差はアメリカが地方分権の国であることを示すなにより証
である。わが国のように中央集権の国では,Φ 央 と地方の政策のプレはず っと少ないω。
アメリカ行政の現場では,地 方が自立をする分,政 策の中身は中央離れをおこす。連邦政府の施策は,
カーブしシュー トすることが多 くなる。これは,分 権時代のわが国 にも通 じる問題かもしれない。分権
が進む時代に入ると,政府が考える政策は地方 レベ ルで異質の ものに転化 し,自 治体の間で施策に大き
なちがいの出ることが予想 される。 また,そ うでなければ分権を進める意味がな くなる。 アメリカの都
市開発から学ぶべ き,重要な論点の一つである。
8.分 権 と自己責任一 ドライ州 とギ ャンブル
アメ リカの 自治 体行政 か ら もう一つ,今 もっ とも関心 を呼 んでい る分権 につい て学 んでお きた い と思
う。分権 の実態 を目で確認 で きる事 例 は,お そ らくアメリカが一番 では ないか と考 え られる。 た とえば,
現在,オ リ ンピ ックの誘 致疑惑 で揺 れ るユ タ州 は,ご く最近 まで 「ドライ ・ス テー ト」(DryState)と呼
ばれ て きた。 「ドライ」 は,お 酒 の販売 が禁止 され る地域 の ことで あ る。 今 日で もユ タ州 で は,州 都の
ソル トレイク市 を含め て,お 酒 はABC(AlcoholicandBeverageCommission)の名前 のつ いた州政府公認
の店 で しか買 え ない。 レス トラ ンで も多 くの店が付 設のバ ー を もち,客 はそ こで お酒 を買 って,自 分の
席 に持 ち込 む システ ムで ある。 ウエ ー ターにお酒 を注文 して も,お 酒 は出 ない。冬 季 オ リン ピックの開
催 を控 えて改 善は されてい るが,・その点 では,ま だ まだ不 便な場 所 であ る。
ちなみ にい うと,禁 酒法 の歴史 をもつ ア メ リカで は,お 酒 に対 して 日本 ほ ど寛容 で はない。 カ リフ ォ
ルニ アの まちやニ ュー ヨー クでは,街 角 の酒屋 でお 酒 を自由 に買 うことが で きる。 しか し,こ れ は例外
であ る。 ア メ リカのほ とん どの州 では,今 で もお酒 に きび しい規 制 を課 し,ABCな ど政 府公認 の施 設
で しかお酒 を売 らない。 ワシ ン トンで も,市 内 は ともか く隣接 のバ ー ジニ ア州 に入 ると,お 酒 を買 うの
はまずABCの 所在 を探す こ とか らは じまる。
ユ タ州の人 口200万人の うち,8割 近 くが モル モ ン教徒 で あ る。 お酒 の ほか タバ コや コー ヒー な ど刺
激物 を とるこ とに も,社 会の 監視 の 目が きび しい。 一方,ユ タ州 に接 して西側 にネバ ダ州 があ る。 ここ
は,砂 漠が ほ とん どとい う州 である。 自己責任 の国 アメ リカで は,州 の財 源は 自分 白身で 賄 うのが決 ま
りで ある。 その ため,こ の州 ではig32年に2つ の産 業 をおこ した。 一つ は結婚産業 と,も う一つ はギ ャ
ンブルであ る。 ネバ ダ州 は イ ンス タ ン トで離婚 と結 婚が で きる州 と して,長 い 間,ア メ リカ全土 に しら
れて きた。 また,向 州 はギ ャ ンブルが公 営であ る州 と して も世界 的 に しられて きてい る。 ご く最近 まで,
アメ リカで は ネバ ダ州 だけが ギ ャ ンブル を公認 して きた。'・ ×
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こ う したユ タ州 とネバ ダ州 の よ うな状況 は,日 本 で は想像 もつ かない。 わが国で は,北 は北 海道か ら
南 は沖縄 まで,行 政 は画一 化 され同質で なけれ ばな らない。 ところが,こ れ まで集 権度の高 かった 日本
の行 政は,こ れか ら分権 の時代 に向かお うと してい る。 ネバ ダ州 とユ タ州の事例 は極端であ るにせ よ,
ア メリカで分権 が なぜ可 能か,あ るい は,分 権 には どの ような代 償が必 要か な ど,ア メ リカの地方行 政
か ら学 ぶべ き点 は多い。
その際,ヒ ン トになる要点 を参考 まで に記 してお こ う。 日本 では分権が民主制 の質 を上 げる ことに役
立つ と考 え られ て きてい る。分 権が進 む と,日 本 政治 の民 主化 が一段 と レベ ルア ップす る と見 るのが,
わが国分権論議 の特 色で あ る。 ところが,ア メリカの事 例 を見 る限 り,分 権が民 主制 を向上 させ た とい
う形跡 は乏 しい。 分権 が人種 の排 斥 に使 われ て きた事 例があ る。言 うまで もないが,1960年中頃 まで,
アメ リカの南 部 諸州 では,黒 人な どマ イノ リテ ィ ・グル ープを公 然 と排斥 して きた。 その際 に,地 域 の
こ とは地 域が決 め る とい う分 権論 がマ イノ リテ ィ排斥 の理論的 な裏付 け として利 用 されて きた。 これ と
は別 に,ユ タ州 の ように分権 が宗教教 義 の維持 に利用 されて きた ケー ス も出てい る。
そ うした例 を念頭 にす る と,分 権を民主制 に直接結 びつ ける こ とには,無 理があ る よ うな気 がす る。
む しろ 日本 人 はア メリカの経 験 か ら,分 権 が 自己決定 の権利 を増す と同時 に,自 己責 任の比重 も格段 に
増 やす こ とを学 んでお くべ きで はないか と思 う。 自治 を守 り分権 を大切 にす るユ タ州 では,州 財 政はつ
ね に乏 しい。・州 の 教育 レベ ルはいつ も,全 米 の ワー ス ト5に 入 る。 それ を所与 としての分権 である こと
を,わ が 国は知 ってお く必 要が あ る(中 邨,1997)。
これ か らの 日本 で は,分 権 の進捗 とともに破 産す る自治体や,政 策が稚拙 な地方 団体が 出て くるはず
であ る。 しか し,こ れが 分権 を実 行す る上で の必 要経 費なのか もしれない。民 主制 の実施 に コス トと時
間の ム ダはつ きもの であ る。分 権 に も,こ の古 くか らの教え は有 効の よ うに思 える。わが 国で分権が定
着す る まで には,ア メリカの経験 が教 える の と同様,相 当 な時 間の ロス と経 費がかか る。 日本 で分権型
社会 が実 現す るの は,ま だ まだ これか ら先 の ことになるのか もしれ ない。
9.マシン政治の台頭と市政改革
わが国 は,ア メ リカの地 方行 政 か ら市政改 革の歴 史 を伝 える さま ざまな民 主制度 と,そ の実際 につい
て検 討 してお くこ とが望 まれ る。 ア メ リカの地方行 政は,19世紀の おわ りか ら20tgr紀の は じめ に 「暗 黒
時代」 を経験 した。 この 頃,ア メ リカを代 表す る大都市 は例外 な く,政 党 のボ スに支配 され,構 造 的な
汚 職が市政 を汚濁 してい た6そ れを,「マ シン政治」(MachinePolifics)とよんでいる。
こ れが 出て きたの は,そ れ までの行 政制 度 に大 きな欠陥が あ ったか らであ る。 た とえ ば,公 選 職が異
常 に多 かった。市 長 をは じめ議会議 員の ほか,助 役や総務部 長,そ れに警察署長 や判事 な ども選挙 で選
ばれ た。 その上,そ れ らの任期 は1年 と短 く,結 果,選 挙 が ひん ぱんに実施 され た。 これは,行 政や政
治に専 門家 はい らない,ア マ チュ アで十分 とい う政 治観 にあ ずか ってい る。この理 念 は,第7代 の大統
領 をつ とめた ジ ャク ソ ン(1829・一ユ837)が唱 えた もので あ る。 それ を 「ジャク ソニ ア ン民 主主義」 と呼
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んでいるが,別 名,「 草の根の民主主義」 という名前でもしられる。
ところが,ア マチュアによる政治や行政は,ア メリカが工業国家 として発展するとともに問題を生み
出 した。複雑化する社会の行政 には,安定性 と継続性が不可欠である。 リーダーが安定 し,政策が継続
してはじめて,市 政は内容 のあるものに発展する。 ところが,ジ ャクソンが考えた制度では安定性 も継
続性 も出てこない。行政の指導者は1年毎に交代する上,政 策はひんぱんに変 わった。19世紀中頃から
アメリカの市政は分断され,急 速に細分化 を進めた。
そうした問題のある状況 につけ込んだのは,地 方政党である。地方政党は,市 長をはじめ議員,さ ら
には公務員 までを政党にとり込み,そ れらの役職 をすべて政党色の濃い仕事に変えた。その結果,ア メ
リカの地方行政は一時期,政 党 カラーがすべてに浸透 し,政党が主導権を握る時代を迎えた。問題は,
政党が政権を維持するためには,資 金 と支持が必要とされることである。19世紀末から今世紀のはじめ
にかけ,ア メリカでは電気やガス,そ れに電車など,公益企業が地方政党に資金 を提供 した。これは,
電気料金や電車の運賃などが,市 政の場で決められたからである。公共料金をつ り上げ利益 を生むため
に,企業は政党 に献金を寄せた。
一方,公益企業か ら提供を受けた資金を,政 党は有権者の買収資金にあてた。 ターゲ ットは,ア メリ
カについて間もない移民であった。 ことに19世紀末になる とヨーロッパ,と りわけ,南 ヨーロッパやス
ラブ系諸国からの移民が急増するが,か れ らは言葉が分か らず文化の異なる異国で,生 活や就職に困っ
た。それを地方政党が援助 した。政党 は近着の移民に衣服 をあたえ,就 職の世話を した。すべて,一 票
を確保するためである。
マ シン政治は,地 方政党が有権者を買収する一方で,行政 を公益企業の利益を引 き出す道具に利用 し
たことを意味 している。20世紀に入ると,そうした腐敗政治 を倒そ うとい う運動が出て くる。それを「市
政改革運動」 と呼んでいるが,こ の運動は地方行政から政党 を排除することを最大の目標 にした。 ちな
みにいうと,市政改革運動はは じめアメリカの中心部で従来からキリス ト教的な倫理観の強いウィスコ
ンシン州でおこった。運動は都市 としての歴史は浅いが,「モラル州」 と呼 ばれたウィスコンシンから
1
ウ ィス コ ンシン州
図 一5ア メリカ地方行政の 基本姿勢
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西に進 むほ ど成功 率が高 くなった。 また,束 に行 くほ ど抵 抗 がつ よ まった。 そ のため今 日で も,ウ ィス
コ ンシ ン州 を境 に,カ リフォルニ ア な ど西 に向 かっ て地 方行政 は革新 的 になる。 反対 にボス トンやニ ュ
ー ヨー クな ど束 に進 む と,地 方行 政 は伝統 的 で運営 方法 は保守 的で ある。
市政改革 運動 は,「ノ ンパ ルチ ザ ン制」(Non-Partisanship)と呼ば れる制 度 に,そ の影響 を現 在 に とど
めてい る。 これは,地 方選 挙か ら政党 を追い 出すこ とを 目標 に出 て きた。 ア メリカのほ とん どの地域 で
は,今 で も地方選 挙 に政党 が関 わる こ とはで きない。政党 公認 や政党推 薦 な どはい えない のが,ア メリ
カ地方選挙 の特 色であ る。 選挙 は個 人 を中心 に,候 補者 の公約 とパ ー ソナ リテ ィを中心 に争われ る。 そ
れを 「ノ ンパ ルチザ ン制」 と呼ぶ が,政 党 か らの 影響 を除 くこ とを徹底 す るため,ア メリカの地方選 挙
は大統領選 挙が予定 され る11月には実施 され ない。 地方 レベ ルの選挙 は,政 党 間 の競合色 が薄 まる6月
に行 われるのが普通 であ る。
政党 か らの圧力 を切断 す るため,イ ニ シアテ ィブ(発 議 権)や レ フェ レ ンダム(表 決権)な どの直接
請 求制度 を導入 してい る自治体 も多 い。 これ も市 政改革運 動の遺 産 であるが,イ ニ シアテ ィブはわが 国
でい う条例 制定権 にあた る。 あ る特 定の問 題 につ いて住民 が署名 を あつめ,,そ れ を法定化 してい く手
続 きが,そ の骨子 であ る。 日米間 の ちが いは,わ が国の イニ シアテ ィブが 「間接 イニ シアテ ィブ」 で あ
るの に対 して,ア メリカで は 「直接 イニ シア テ ィブ」 制度 をとるのが ほ とんで あ る。 日本で は署 名要件
が整 うと,案 件 は首長 を経 由 して地 方議会 に付 託 される。 一方,ア メ リカの イニ シアテ ィブで は,カ リ
フォルニア州の事 例が もっ とも有名 であ る。 この制度 で は,直 近 に行 われた選挙 の有効投 票数 の596の
署名 を集め,そ れが適法 と認定 される と,住 民 か らの提 案 は議 会 を通 さず,す ぐに住民 選挙 にかけ られ
る(中 邨,1990:38-40頁)。それ は,提 案 を議 会 にかけ る と政党 や政治 に よる利 害得失 が先行 し,住 民
の意見 が反 映 されない と考 え られ るか らで ある。
した がって,ア メ リカの 方法 で は請求権 の結 果 が出るの が,tl本よ りは るか に早 い。 ところが,な か
には高速道路 や工場 の封 鎖 な ど,問 題 と思 われ る案件 が提議 され る こと も少 な くない。 た とえば,カ リ
フ ォルニ ア大学の本 部があ るバー ク レーの まちで はかって1970年代 お わ りに,暴 走族 に よる自動車事 故
を防 止す るため,町 中の道路 を一方通行 に し,交 差路 に障 害物 を も うけ る イニ シアテ ィブが通過 した こ
とがあ る。 これ は,車 の ス ピー ドを落 とす こ とを目的に した提 案 であ った。 ところが,そ れが住民 によ
って承 認 され実施 に移 され てみる と,事 故 は以 前 よ りかえ って増加 す る とい う皮 肉 な結果 が出て きた。
そこで,住 民 は障害物 をと り除 くた めの イニ シア テ ィブ をあた ら し く提案 しな けれ ばな くなった。相 当
な費用 をか けた住民提 案は,結 局,ま ちの 各地 の交差点 に,障 害物 の残骸 をさ らすだ けの結果 におわ っ
た。'そうした疑問 の残る提案 が可決 され る例 も多い イニ シアテ ィブであ るが,そ のほか に も最近 では署
名 集め を商売 にす る会社 も現 れて問 題に なって きて いる。 その点 で も,ア メリカの イニ シアテ ィブは今,
大 きな転機 に さしかかって いる。
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10.アメ リカの地方 議会 と民 主制
市政改革運動の影響 は,今 日の アメ リカで地方議 会や 地方政治 のあ り方 にも及 んでい る。 その一 つが ,
政治 と行 政の切断 を目指 した シテ ィ ・マ ネ ジャー制度(Council-ManagerPlan)の導 入であ る。 地方行 政
の組織 を地 域が 自由1こ設定 で きるア メリカでは,シ テ ィ ・マ ネジ ャー制 と呼 ばれ る制 度 を採 用 す る自治
体が 多い。 ことに入口が5万 人以上 で50万人以 下 の中規模都市 で,こ の制度 を採 用 する例が増 え る。 こ
れは3名 か ら9名(平 均 す ると5名 が 多い)の 議 員 を住民 が選 挙で 選 び,公 選で選 出 された議 員 は行 政
実務 を シテ ィ ・マ ネジャー と呼 ば れる専 門家 に委託 する制度 であ る。 この システ ムで は,選 挙 で選 ばれ
る政治家 を行政 か ら切 り離す こ とにアクセ ン トがおかれ る。行 政の脱政 治化 をね らったのが,こ の シテ
ィ ・マ ネジ ャー制 になってい る。
シテ ィ ・マネジ ャーは,プ ロ野球の監 督に似 ている。議 会 との契約で数年 間,行 政部 を まか され,そ
れを統括 す る最高責任者 の地位 につ く。 しか し,実 績が上 が らない と解雇 され る可 能性 も高 レ㌔ 地位 が
不安定 な行政請負人であ るが,反 対に,有 能で敏腕 なマ ネジ ャーになれ ば,特 定 の まちの行政 を完全 に
支配下にお さめる ことがで きる。参考 まで にい う と,ア メ リカの まちの市 長は 日本 とは性 格が異 な る。
大都市 は ともか く,シ テ ィ ・マ ネジャー制 を採 用す る ところで は,議 員の うちの一人 が形式 上,市 長 と
いうポス トにつ くのが通例 であ る。 そ う した まちで は,市 長 には予 算や人事 な どに特別 の権 限 はあた え
られていない。市 長権限 は,ほ かの議 員 と同列 であ る。市 長職 は,も っぱ ら対外 的 な名 目上 の職制 で し
かない。 わが国 との比 較でい うと,選 挙 では選 出 され てはいな い シテ ィ ・マ ネジ ャーが,日 本 でい う市
長に近い職制 とい うこ とに なる。
アメ リカの地方行政 で シテ ィ ・マ ネジ ャーが重 要な地位 を占め るの は,議 員の性格 や議会 の開催 な ど
にも関 わってい る。 ア メリカの地方議 会 で議 員 は,100万人規 摸 の大都 市 を別 にす る と,ほ とん どが名
住 民
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誉 職で ある。決 まった歳 費 は出ず,議 会の 開催 に応 じて 日当が支給 さ.れる。 その額 は,条 例 に よって特
定 されてい るの がほ とん どであ る。 したが って,地 方議 会の議員 は定 職 を もち,定 収 入 を議会活動 以外
で確保 する必 要があ る6そ の うち,議 員の職 業で もっ とも多いの は,弁 護士 と保険代理 業で ある。 この
2つの職業 には,共 通 の特 色が ある。双方 と も,時 間に 自由が き くこ と,そ れ に信 頼性 が もとめ られ る
仕 事 とい うこ とであ る。議 員職 につ くと,弁 護士 の依頼 も増 え,損 保や生 保の受 注 も増 加す るか もしれ
ない。議 員 にこの2つの 職種が 多い理 由で ある。
も う一つ,ア メリカでは地方議会 は,週 末や夜 に開催 され るのが通 例 化 してい る。 これ は,も っぱ ら
議 員職 がパ ー トタイムにな ってい る ことに起 因す る措 置 であ る。 その結 果,ル ー チ ン化 した平常事 務 は.
シテ ィ ・マ ネ ジャーが指揮 す る行政部 を中心 に処 理 され る こ とになる。 この面 か らも,シ テ ィ ・マ ネ ジ
ャーはア メ リカの地方行政 を支 える中心 ポ ス トに位置せ ざるを得 ない。
ノース カロラ イナ州 の タウン(市 に同 じ〉 を事例 を挙げ る と,い ずれ もが 土曜 日の夜 に議会 を開催 し
てい る。議 場 では,名 目上 の市 長 を まん中 に,そ れ を囲 む ように左 右 に4名ず つ,あ わせ て9名 の議員
が半 円形 の テー ブル に座 る。それ か らや や距離 をおい た ところ に,シ テ ィ ・マ ネジ ャー とその 補佐員 の
ため の机がお かれ る。 ち ょうど,ア メリカの 裁判映画 に出 て くる法 廷の よ うであ る。傍 聴席 には,行 政
部局 の関係 者や審議予定 の議題 に利 害 を もつ住民 な ど,20名近 くが座 る。議場 での審議 は,ケ]ブ ルテ
レビに よって地 元住民 に実況 され,再 放送 も行 われ ている。
審議 は市 長が1号 議案 を朗 読 し,そ の内容 をシテ ィ ・マ ネジャーに説明 させ る とい う手順で は じまる。
それ につづ けて,議 案 に異議の ある もの は,マ イクの おかれ た前方 に進み 出て,意 見を開陳す るこ とが
で きる とい う制度 で ある。あ る会合 では,行 政部の道路 部長 が意 見をのべ,住 民が反対 意見 を申 し出 る
とい う場 面 も実 見 した。 た だ,住 民 の大多数 は関係す る事案 の採決 がおわ る と,一 斉 に議 場か ら退 出す
る。審議 が すべて終了す る まで残 るのは,議 員 とシテ ィ ・マ ネジ ャーであ る。
念 のため,そ う した議 会審議 をこれ まで傍 聴 して きた経 験 から,日 本 との違 い を指摘 してお きたい と
思 う。 ア メリカの地方議 会では,い ろい ろな事項 をめ ぐって 各議 員が さま ざまな意見の 開陳 を行 うのが
一般的 であ る。議 事 は,そ れ らを軸 に イ ンフォーマル な雰 囲気で進 む。 意見 の交換 は,議 員の 間や議 員
とシテ ィ ・マ ネ ジャー との間,場 合に よって は,そ れ に市民が参加す るな ど多岐,多 変性 のあ る形 をと
るこ とが多 い。 この点 で,日 本の地方議 会が あ ま りに も型式 に流 れ,議 会審議 が デ ィベ ー トで はな く質
疑応答 と化 して儀式化 してい ることが気 になる。議 会が,理 事者へ の質疑 と糾 弾の 会にな って いる とい
う印 象が つ よい。 それ らの点 を含め て,日 本 の地 方議会 は国会 を まねる ことに異常 なエ ネルギ を割 い て
い る。議 員バ ッチか らしてそ うで あるが,こ れでは住民 中心 の議会 運営 は期待 で きない。 アメリカの経
験 か ら学ぶ べ き点 があ ま りに も多 いのが,わ が国地方議 会の現 状 である。
参考 まで に記 してお くと,ア メリカではマ ネ ジャー制度 のほか に も委 員会制(CommissionPlan)と呼
ばれ る制度 を採用 す る地域 もあ る。 これは,1900年にテキサス州 のガルベ ス トンとい うまちがハ リケー
ンに襲 われ,災 害 か らの復 旧を迅 速 にするため に考え られた制度 である。3名 か ら9名,平 均 す る と5




人 口(千人) 首 長 制 マネー ジャー制 委員会制 タウ ンミー テ ィン グ
1,000以上 6 2
500以上 20 5
250以上 36 26 2
100以上 別 109 6
50以上 202 325 9 4
25以上 442 723 27 26
10以上 1,132 1,479 80 149
5以上 2,056 2,191 117 291
2.5以上 3,319 2,760 154 435
TotaI 7,297 7,620 395 905
この方式 では,5名 の委員が政策 を決定 する と同時 に,そ れ を実施 に移す ため,委 員が行政部の責任者
にもな り複数の部長職 を も兼務す る。
一一見 ,効 率の よさそ うな制度 に映 るが,現 実 には リーダになる ものが出 に くい ことや,行 政が アマチ
ュア化す るな ど,こ の方法 には弊害が多 い。委員会制 は戦前 の一時期,多 くの 自治体で採 用 された。 と
ころが,そ のほ とん どが大恐慌 を乗 り切 るこ とに大 きな困難 に遭遇 した。 その こ ともあ って,戦 後,人
気は急激 に下降 した。現在で はガルベ ス トン市 自身が,こ の 制度 をすで に廃棄 してい る。ただ,現 在で
も委 員会制を カウンテ ィ政府の なかには採用 してい る事例が 多い。
さらに,ア メ リカの 自治 体の なかで,人 口が50万人規模 を越 え る大都 市で は首 長制(Mayor-Council
Plan)を採 るのが一般的で ある。 これはわが国 と同様,首 長 と議 会の双 方 を住民 が直接,選 挙 で選ぶ方
法である。 この制度 は,民 意 を政治 に反映す る機 会が首 長 と議 会の2極 に複数化 してい るため,大 都市
に適 している と言われて きてい る。ただ,日 本 とは異 な り,ア メリカの場合 には,予 算編成権,人 事 権,
拒否権 な どの面で首長権限 を制約 してい る例が見 られ る。 「弱 い首長制」 を とるのが,ア メリカの特 色
である。
おわ りに
いずれ の国において も,地 方行政 には ほかの国のモ デルになるす ば ら しい部分 と,改 善 を必 要 とす る
影の部 分 とがある。 アメリカの 自治体行政 も,こ の例 に もれ ない。市 政改革運動の影響 を残すす ぐれ た
制度がある反面,そ の制度が最近では消化不良 をお こ してい る とい う形跡 も残 る。 レフェ レンダムがそ
の一例である。 これは議 会が決めた案件の適否 を,住 民 に問 いただす制度 である。 多 くの州では,住 民
税や固定資産税 な どの増税 は,レ フェ レンダム にかけ ることを要件 としている。 ただこれが,教 育に大
きな影 を落 として きてい る。
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公 教育 に従事 す る教 員の給与 を上 げるた め,多 くの 自治 体では増税 策 を提 案す る。 しか し,こ の レフ
ェ レンダムが住民 投票 を通過 しないの であ る。 その結 果,教 員 はほかの職 業 に比 べて給与 が低 く,要 求
される ことだけが 多い仕 事 にな り勝 ちにな る。教 員 のな り手 が な くな り,教 育 レベルは低 下す る。 最近,
ア メリカの教育 を改革 す る決め手 と して,「 きっぷ制」(バ ウチ ャー)と 呼 ばれ る ラデ ィカ ルな方 法が 注
目をあつめ ている。 これが出 て きた背景 に は,レ フェ レンダム など直接 民 主制度 の欠陥が 大 き く関 わっ
て いる よ うである。
このほか分権 の国 ア メリカであるが,こ れ に も日本 か らはなか なか透 視す る こ とがで きない 複雑 な問
題が絡 んでい る。 しか し,そ うであ って もア メリカの地 方行 政は,多 様 化 してい るだ けに実験 場 と して
の価値 が高 い。 自治体行 政の再生 が言 われ る最近 の こ とであ る,ア メリカの ローカル ・ガバ メ ン トの動




{1)数の限 られ たアメ リカの地方行 政や地方 自治の研究 であ るが,最 近の もの では牧田(1998),横田(}997)など
が ある。
{2)ここに挙げた 参考 文献 が示 している よ うに,ア メ リカの教科 書 は例 外 な く"Politics"とい う表現 を タイ トルの
一部に使用 している。 アメリカで さかんな 日本研究 であるが,従 来か ら地方 政治の分析が手 薄で ある ことが指摘
されて きた。その中 にあって,Reed(1986)はきわ めて興味 のあ る業績に なっている。
{3)そうした地方 政治 を扱 った古典 的な研究 はtDahl(1961);Banfieldandwilson(1%3)である。 それ らをまとめ
た好著 と して,Picn'e(1995)を上 げるこ とがで きる。
(4}ここでは取 りあげ なか ったが,中 央政府 の政策 意図 が,地 方 レベルで歪 曲 され た り.変 質す る例が アメリカに
は多い。 そこで アメ リカで は,中 央 と地方の 問で政策結果 に どれほ どの格差 が出 るか,そ れを測 定 しよ うとす る
研 究が出て きた。そ れ をImprementation(政策実施研究)と 呼んで いる。 なか で も,PressmanandWildavskyの2
人が,カ リフ ォルニ ア州 オー クラン ドを事例 には じめた分析が もっ と も有 名であ る。 この 調査 で は,連 邦政府 が
雇用創出 を目的 に開始 した都 市開発補助 金が,市 レベ ルでは効果 を発揮 しなかった ことが明 らかに され た。 その
原 因 は,連 邦政府 の政 策が地方 に到 着す る間に,多 数の 人々 が政 策 にい ろい ろ な解釈 や決 定 を付 加 し(decision
pointsと呼 ばれる),結果,当 初の政策意図 が変形す るか らである。Pressman,j.L.andWildavsky,A.(1973).
tml)teilletltatioll.Berketey:UniversityofCalif()miaPress.
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